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文化関係予算と寄付金税制等について

社団法人関西経済同友会

文化と経済委員会

わが国が、国際社会において尊敬される国になるためには、ゆとりある文化

国家に成長し、国民一人一人が、文化に対する高い意識を持ち、豊かな文化環

境に恵まれることが不可欠である。そのために個人ならびに企業が行う文化に

対する支援をさらに積極的にするための措置として下記のような対策を望みた

し‘o

1. 文化関係予算の拡充を要望する。

平成元年度補正予算にて芸術文化支援基金として 50 0億円が計上されたの

は、芸術文化全体の振興にとって有意義なものであり、高く評価したい。然し

ながら、国際社会におけるわが国の文化的アイデンティティーはまだまだ希薄

であり、経済的プレゼンスの大きさを考えれば甚だバランスを欠いた状態となっ

ている。

実際、わが国の文化に関わる予算は、欧州諸国に比して、その金額、国家予

算に占める比率とも、依然として少ないので、さらに各省庁の文化関係予算が

増額されることを望みたい。

予算は段階的に増やすこととし、平成4年度は先ず前年度比5割増程度にな

るように希望する。その後、中期的な目標として、①倍増（英国並みの金額）、

②5倍増（英国並みの対国家予算比率）、が実現するよう希望したい。予算の

拡充と同時に担当行政部門の体制整備もお願いしたい。

2. 民間の文化支援を促進する税制上の優遇措置の拡充を要望する。

文化支援をさらに促進するためには、民間の活力をフルに生かしていく、税

制の優遇措置の拡充が是非とも必要である。
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① 企業の文化支援を促進するため、寄付金に関する一般免税枠そのものを増

やす。 19 8 9年度の国税庁「会社標本調査結果報告」に基づく、わが国の

法人寄付金支出状況によれば、一般免税枠については、限度額の40.3％しか

使用していないというのが表面上の数字であるが、これは文化支援をはじめ

とする社会貢献活動に積極的でない企業も含めた上での平均値であり、むし

ろ積極的な企業については、限度額を越えているケースも見受けられる。寄

付に消極的な企業の意識を高める啓蒙活動もさることながら、既に寄付に積

極的なマインドをもつ企業がさらに寄付を増額しやすくすることも企業の文

化支援を積極化するに効果的な施策のひとつであると思われる。従って、一

般免税枠の限度額を段階的に増やすよう要望したい。

② 個人の文化支援を促進するため、特定寄付金以外の個人の寄付金に関する

免税（所得控除）制度の新設を要望する。

現在、個人については、国・地方公共団体への寄付、指定寄付金、特定公

益増進法人への寄付に免税が認められているのみで、それ以外の一般枠は認

められていないが、一般枠についても免税枠が設定されるよう要望する。

文化に対する評価は多様であってよい。個人による寄付は、本人の意志で

あらゆる分野への支援を可能とするものである。特に、助成の対象が社会的

に評価の定まっていない芸術などの場合、その発掘には大きな力を発揮する

場合もあると考えられる。従って、個人の一般寄付金に対する免税枠を新設

することは大いに意義があるものと考える。

3. 指定寄付金と特定公益増進法人の認定についての要望

指定寄付金と特定公益増進法人の認定は、現在大蔵省によって限定的に行わ

れているか、今後は、官・民・学識経験者による 3者構成の別機関で審議され

るものとし、積極的且つ迅速に行えるような配慮を願いたい。またその機関に

よって認定の具体的なガイドラインが設定されるよう要望する。

以上
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cこご参考資料）

資料1.主要国の文化予算の国際比較

国名 文化関係予算 対国家予算比率 年度 換算レート

日 本 4 3 2億円 0. 0 7 % 1 9 9 0 ---

英国 985億円 0. 3 4% 1 9 8 7 2 3 9円／ポソド

フランス2, 1 7 8億円 0. 8 5% 1 9 8 9 22円／7うソ

イタリア 1, 8 8 0億円 0. 5 6% 1 9 8 6 1 0円／100リう

米国 3 3 5億円 0. 0 3% 1983~84 1 2 6円／ドル

西独 2 7 9億円 0. 1 4% 1 9 8 6 7 5 円／マ）しり

資料2.わが国の法人の寄付金支出状況 C1 9 8 9年度）

(a)一般の寄付金

(b)指定寄付金、国・自治体への寄付

(C)特定公益増進法人への寄付

2, 6 7 3億円

8 8 4億円

6 6 6億円

4,223億円(d)寄付金合計

(e)課税総所得額

(f) (d) + (e) 

(g)寄付金損金算入限度額合計

（h)限度額に対する割合 ：（a)-;-(g) 

(c)-;-(g) 

4 7兆4,123億円

0. 8 9% 

6,630億円

4 0. 3% 

1 0. 0% 

資料3.個人寄付控除の適用状況 C1 9 8 9年度）

控除適用者の割合＝寄付金控除適用者数＋申告納税者数

= 8. 2万人＋ 79 7万人＝1.0 2% 

控除金額の割合＝控除額＋合計所得額

（文化朦算）

= 4 2 5億円＋ 48兆9,934億円＝ o.0 9% 
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